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NY マーケットレポート（2020 年 1 月 7 日） 
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NY 市場レポート 
 

主要な米経済指標の結果 

11 月貿易収支 -431 億 USD（予想 -437 億 USD・前回 -472 億 USD⇒-469 億 USD） 

11 月の米貿易収支では、赤字額が前月比-8.2％となり、2016 年 10 月以来 3 年 1 ヵ月ぶりの低水準とな

った。対中貿易赤字は前月比-15.7％の 263.7 億ドルとなり、11 ヵ月連続減少となった。さらに対メキシ

コ赤字は-5.3％の 82.9 億ドル、対ドイツ赤字は横ばいの 52.8 億ドルとなったが、対日赤字は+7.4％の

54.5 億ドルだった。 

 

データを基に SBILM が作成 
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12 月 ISM 非製造業景況指数 55.0（予想 54.5・前回 53.9） 

12 月の ISM 米非製造業景況指数は、前月から 1.1 ポイント上昇となり、市場予想を上回った。景況指数

が 57.2（前月 51.6）、在庫が 51.0（50.5）と上昇したものの、新規受注は 54.9（57.1）、雇用は 55.2

（55.5）と低下。12 月は 11 業種が景況拡大を、6 業種が業況縮小を報告した。 
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11 月製造業受注指数（前月比） -0.7％（予想 -0.8%・前回 0.3%⇒0.2%） 

11 月の米製造業受注は、市場予想を上回ったものの、2 ヵ月ぶりのマイナスとなった。変動の激しい輸

送機器を除いた受注は+0.3％だった。耐久財は-2.1％で輸送機器は-5.9％となり、民間航空機は-2.2％、

国防航空機は-72.9％、自動車・同部品は+2.8％だった。一方、非耐久財は+0.6％だった。資本財は-7.7％

となり、国防関連を除く資本財が-1.7％、コア資本財は+0.2％、国防資本財は-35.6％。 
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米主要株価指数は反落 

米株式市場では、イラン革命防衛隊の司令官の葬儀が終了したことで、イランの米国に対する報復への

警戒感が懸念され、主要株価指数は軟調な動きが続いた。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、

一時前日比 138 ドル安まで下落した。その後、良好な米経済指標結果を受けて 17 ドル安まで下げ幅を縮

小する場面もあったが、上値の重い動きが続き、119 ドル安で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダ

ックは、2 ポイント安で終了した。 
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ドル/円はアジア時間の高値を超えたものの、上値重い  

NY 市場では、米主要株価指数の下落を受けて、ドル円・クロス円は序盤からやや上値の重い動きとなっ

た。ドル/円は、一時 108.32 まで下落したものの、12 月 ISM 非製造業景況指数が市場予想を上回り、昨

年 8 月以来の高水準となったことが好感されて 108.63 まで上昇した。その後、指標結果を受けて一旦下

げ幅を縮小していた米主要株価指数が再び軟調な動きとなったこともあり、ドル円・クロス円は上値の

重い動きが続いた。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 
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